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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

○新セーフティネット １ 事業目的

広報強化事業 新型コロナウイルス感染症の影響により、失業や収入減少

などの事情から経済的に困難を抱える世帯に対し、給付金等

１０，８０３千円 制度のより一層の周知を図るため、広報を行う。

○一 １０，８０３ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）新聞広告の掲載 ８，８４１千円

・７紙に８月から令和３年３月まで月１回ずつ、計８回

掲載

（２）テレビＣＭの放映 １，３７０千円

・民放３社で計８０回程度放送予定

（３）チラシの作成 ２１２千円

・作成部数 ６０，０００枚

・配布等先 民生委員、市町村生活困窮相談窓口 等

（４）県広報紙「あきたびじょん」への掲載 ３８０千円

・９、１０月号に１頁掲載

４ 広報内容

緊急小口資金、総合支援資金（生活支援費）、住居確保給

付金、ひとり親世帯臨時特別給付金 等

※このほか、県公式TwitterやFacebook、LINE公式アカウン

ト「秋田県－新型コロナウイルス対策パーソナルサポート」

を活用するほか、市町村へ周知を依頼する。
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

○新ひとり親世帯臨時特 １ 事業目的

別給付金給付事業 新型コロナウイルス感染症の影響による、低所得のひとり

親家庭の子育て負担の増加や収入の減少に対する支援を行う

８６，０３５千円 ため、臨時特別給付金を支給する。

○国 ８６，０３３ ２ 実施主体 県（町村分）

○諸 ２

３ 負担割合 国１０／１０

４ 事業内容

基 本 給 付 追 加 給 付

以下、①～③に該当する者 左記、基本給付対象の①または

①令和２年６月分児童扶養手当の ②に該当する者のうち、新型コ

支給を受けている者 ロナウイルス感染症の影響を受

②公的年金給付等を受けているこ けて家計が急変し、収入が大き

とにより児童扶養手当の支給を く減少した者

支給対象 受けていない者で、平成３０年

の収入が児童扶養手当の対象と

なる方と同水準の者

③新型コロナウイルス感染症の影

響を受けて家計が急変し、直近

の収入が児童扶養手当の対象と

なる方と同水準に下がった者

給 付 額 １世帯５万円 １世帯５万円

第２子以降１人につき３万円

対象者数 約７５０世帯 約６５０世帯

※第２子以降 約４００人

５ 事業費

（１）給付金 ８３，４２０千円

（２）事務費 ２，６１５千円

会計年度任用職員報酬、システム改修ほか
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

次世代育成支援対策施 １ 事業目的

設整備事業 児童福祉施設等における衛生用品の購入や、児童相談所に

（児童福祉施設等衛生 タブレット端末を導入し、リモート方式による一時保護児童

管理体制確保支援事 との面接等を行うことにより、新型コロナウイルス感染症の

業 ） 予防及び拡大を防止する。

９，９４２千円

２ 実施主体 県

○国 ９，１９５

○一 ７４７ ３ 事業内容

（１）施設等における衛生用品の購入

８，４５０千円

・対象施設

【県施設】

児童相談所、女性相談所、千秋学園

【児童福祉施設等】

児童養護施設、乳児院、里親、ファミリーホーム、

母子生活支援施設、婦人保護施設

・購入品目

マスク、アルコール消毒薬、ハンドソープ、ゴム手袋、

使い捨てエプロン、フェイスシールド、体温計等

（２）○新感染防止に配慮した相談支援体制の構築･強化事業

１，４９２千円

県内３か所の児童相談所にタブレット端末を導入し、中

央児童相談所一時保護児童と職員間の面接をリモート方式

で実施する。

・導入台数 １２台（４台×３か所）
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

地域介護福祉施設等整 １ 事業目的

備事業 高齢者施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止のため、居室に陰圧装置を設置する経費に対して助成す

２９１，３３３千円 る。また、介護施設等において、今後感染者が発生した場合

に機動的に対応できるよう、消毒液・マスク等を備蓄・管理

○国 １７４，６９３ するとともに、配布できる体制を構築する。

○一 １１６，６４０

２ 実施主体

入所系の介護施設等の設置者、県

３ 事業内容

(１）○新介護施設等における簡易陰圧装置整備事業

１１６，６４０千円

・対 象 施 設 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、

介護医療院、養護老人ホーム、軽費老人

ホーム

・対象施設数 ２７施設

・対 象 経 費 簡易陰圧装置の設置に要する経費

・補助上限額 １施設当たり４３２万円

・補 助 率 県１０／１０

（２）消毒液等の一括購入事業 １７４，６９３千円

マスク ３００万枚

消毒液 ４１，０００リットル

防護服 ５，４５０セット

4



事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

介護保険サービス充実 １ 事業目的

強化推進事業 介護サービス事業者が必要なサービスを継続して提供でき

るよう、新型コロナウイルス感染症対策に取り組む事業者を

２，８５９，７８１千円 総合的に支援する。

○国２,８５９,７８１ ２ 実施主体 県、事業者

３ 事業内容

（１）○新施設内感染に備えた対応力・連携体制強化事業

６，６３３千円

介護施設内で新型コロナウイルス感染症が発生した場合

の対応力と医療機関等との連携体制の強化を図る。

①出前形式でのワークショップの開催（県医師会に委託）

・回 数 ３２回（予定）

・対 象 入所系高齢者施設

 内 容 感染症発生時の対応（グループワーク）等

②新型コロナウイルス感染症対策説明会の開催

・回 数 ３回（県北、県央、県南で各１回）

・対 象 入所系の福祉施設の職員

・内 容 感染症の基本と発生時の対応、行政説明

③施設内感染発生時の対応にかかる相談窓口の設置

施設内で感染が発生した場合の対応にかかる福祉施設

向けの相談窓口を設置する。

（２）○新介護サービス事業所等感染症対策支援事業

２，０９９，８８５千円

介護サービス事業所等が新型コロナウイルス感染症対策

を講ずる場合にかかり増しとなる経費に対して助成する。

・補 助 対 象 介護サービス事業所・施設等

・補 助 率 国１０／１０

・補 助 上 限 事業所等の種別毎に設定

(例) 通所介護 ８９２千円、特養３８千円/定員 等

・対象事業所数 約２，７００事業所

【補助対象経費の例】

・衛生用品等の感染症対策に要する物品購入

・感染防止を徹底するための面会室の改修費

・タブレット等のＩＣＴ機器の購入又はリース費用 等
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（３）○新介護サービス再開に向けた支援事業

７３３，１１５千円

①在宅サービス事業所による利用者への再開支援への補助

３０８，１０７千円

新型コロナウイルス感染症の影響により、１か月以上サ

ービスの利用を休止している利用者に対し、本人の健康状

態や要望等を踏まえ、サービスの利用再開に向けて必要な

調整等を行った場合に助成する。

・補助対象 在宅サービス事業所

・補 助 率 国１０／１０

・補 助 額 １，５００～６，０００円／利用者

（利用者への連絡方法等により異なる）

②在宅サービス事業所における環境整備への補助

４２５，００８千円

新型コロナウイルス感染症対策として、「３密」を避け

るための環境整備に係る経費を助成する。

・補 助 対 象 在宅サービス事業所

・補 助 率 国１０／１０

・補 助 上 限 １事業所当たり２００千円

・対象事業所数 約２，１００事業所

【補助対象経費の例】

飛沫防止パネル、長机、換気設備 等

（４）○新新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金事務費

２０，１４８千円

介護サービス事業所等感染症対策支援事業の補助金申請

受付、支払の事務委託に要する経費等
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

介護人材確保対策事業 １ 事業目的

（○新緊急時の応援に 介護サービス事業所・施設等で新型コロナウイルスの感染

係るコーディネート機 者が発生した場合などに、当該事業所・施設等や事業者単体

能確保事業） での対応が困難になることが想定されることから、感染者が

発生した事業所・施設等に対する支援を実施するための体制

５,２２３千円 を整備する。

○国 ５,２２３ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

緊急応援コーディネーター（仮称）を配置し、応援職員を

派遣可能な介護サービス事業所・施設等を事前登録するとと

もに、緊急時には、感染者が発生した事業所・施設等への応

援に係る連絡・調整を行う。

・委託先 （福）秋田県社会福祉協議会

【対象となる事業所・施設等】

特別養護老人ホーム（地域密着型含む）、老人保健施設、

介護医療院、認知症グループホーム、養護老人ホーム、

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者

向け住宅等 全ての介護サービス事業所
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害者総合支援法等推 １ 事業目的

進事業 新型コロナウイルス感染症対策に取り組む障害福祉サー

ビス等事業所を支援し、障害者の日常生活の安定を図る。

４７６，４９０千円

２ 実施主体 県、事業者

○国 ４７６，４９０

３ 事業内容

（１）障害者の働きがい支援事業 ２５，０００千円

①○新生産活動活性化支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響により減収となっ

た就労継続支援事業所に対して、生産活動に必要とな

る固定経費等を助成する。

・補 助 対 象 減収となった就労継続支援事業所

（生産活動収入が前年同月比で５０％以上減少し

た月があること、又は連続する３か月で前年同

期比で３０％以上減少した期間があること）

・補 助 率 国１０／１０

・補 助 上 限 １事業所当たり５００千円

・補助事業所数 ５０事業所

（２）障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業

４３０，４９０千円

①○新障害福祉サービス施設・事業所における感染症

対策徹底支援事業 ３８９，０７４千円

障害福祉サービス等事業所の感染症対策に係る費

用を補助する。

・補 助 対 象 障害福祉サービス等事業所

・補 助 率 国１０／１０

・補 助 上 限 事業所種別毎に設定

（例）生活介護 ７５７千円

放課後等デイサービス ３６０千円

・補助事業所数 約１，３００事業所

②○新マスク・消毒液等の備蓄等事業

２７，５６８千円

第二波に備え、マスク・消毒液等を備蓄・管理する。

マスク ２６，０００枚

消毒液 ６，４００リットル

防護服 ５００セット
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③○新緊急時の応援に係るコーディネート機能確保事

業 ６，０９８千円

・応援職員派遣体制整備 ５，２２３千円

障害者支援施設等において、感染症が発生した際、

応援職員を派遣する体制を整備する。

・出前形式でのワークショップの開催

８７５千円

回数 ８回（予定）

対象 障害者支援施設等の職員

内容 感染症発症時の対応（グループワーク等）

④○新新型コロナウイルス緊急包括支援交付金事務費

７，７５０千円

感染症対策徹底支援事業等の補助金申請受付、手

続相談、支払い等の事務委託など

（３）障害福祉サービス確保支援事業 ２１，０００千円

①○新在宅サービス事業所による利用者への再開支援

事業 １，０００千円

新型コロナウイルス感染症の影響で、１か月以上サ

ービスの利用を休止した利用者に対し、本人の健康状

態や要望等を踏まえ、サービスを再開するための支援

に係る経費を助成する。

・補助対象 障害福祉サービス等事業所

・補 助 率 国１０／１０

・補 助 額 １，５００～２，５００円／利用者

（事業所種別毎に設定）

②○新在宅サービス事業所の感染症対策徹底に向けた

環境整備助成事業 ２０,０００千円

新型コロナウイルス感染症対策として、「３密」を

避けるための環境整備に係る経費を助成する。

・補 助 対 象 障害福祉サービス等事業所

・補 助 率 国１０／１０

・補 助 上 限 １事業所当たり２００千円

・補助事業所数 １００事業所

【補助対象経費の例】

飛沫防止パネル、長机、換気設備 等
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

○新 多機能型簡易居室 １ 事業目的

設置補助事業 新型コロナウイルス感染症対策として設置する多機能型

簡易居室の設置経費を補助する。

３０，０００千円

２ 実施主体 事業者

○国 ３０，０００

３ 事業内容

新型コロナウイルス感染症患者等が発生した場合の居室

や、衛生用品の保管等に柔軟に利用できる多機能型簡易居

室の設置に要する経費を補助する。

・補助対象 障害者支援施設、障害児入所施設、共同生

活援助事業所、短期入所事業所、宿泊型自

立訓練事業所

・補 助 率 国１０／１０

・補助上限 １事業所当たり３，０００千円
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

妊娠・出産への健康づ １ 事業目的

くり支援事業 妊婦と生まれてくる子どもの安心・安全のために、希望す

（安心できる出産支援 る妊婦等を対象としたＰＣＲ検査及び保健師等による寄り添

事業） い支援を行う。

７７,４１４千円 ２ 実施主体 県

○国 ５０,３６０ ３ 事業内容

○一 ２７,０５４ （１）○新ウイルスに感染した妊産婦に対する寄り添い支援

８６０千円

新型コロナウイルスに感染した妊産婦に対し、保健師等

が訪問や電話等で寄り添い支援を行う経費

・対 象 者 新型コロナウイルスに感染した妊産婦

・対象経費 リーフレット作成、主治医からの情報提供

に対する手数料、退院後にケア支援を行う

ための経費

（２）不安を抱える妊婦への分娩前のウイルス検査

７６,５５４千円

安心して出産できる環境を整備するため、希望する妊婦

等を対象としたＰＣＲ検査等を民間検査機関へ委託する経

費

・対 象 者 里帰りを含む県内で出産する妊婦等

・積 算 ２２，４３０円×３，４１３人

※（２）については、国の第２次補正予算で示された母子保

健衛生費補助金（母子保健医療対策総合支援事業）の活用

に伴う組替補正。
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

感染症患者入院治療費 １ 事業目的

（感染症指定医療機関 新型コロナウイルス感染症患者等の入院治療体制を整備す

等運営費補助金） る。

２，１６９，５０８千円 ２ 実施主体 県

○国２，２４１，４４９ ３ 事業内容

○一 △７１，９４１ 新型コロナウイルス感染症患者を受け入れるために専用病

棟や専用病床を確保している医療機関に対し、空床期間の診

療収入分に相当する費用について補助する。

（１）重点医療機関 １，５９２，８８０千円

・ＩＣＵ ３０１，０００円× １０床×１２０日

・ＨＣＵ ２１１，０００円× ２４床×１２０日

・上記以外 ５２，０００円×１００床×１２０日

（２）一般医療機関 ７２０，５１０千円

・ＩＣＵ ９７，０００円× ２床×３６５日

・重症・中等症 ４１，０００円×２０床×３６５日

・軽症・無症状 １６，０００円×６０床×３６５日

※（２）については、今回、国の新型コロナウイルス感染症

緊急包括支援事業（国１０／１０）で計上するため、既に

感染症予防体制整備事業（国１／２）で計上済みの１４３，

８８２千円については減額する。

○重点医療機関

中等症以上の新型コロナウイルス感染症患者を病棟単位

で受け入れる医療機関で県が指定するもの

○一般医療機関

重点医療機関以外で、新型コロナウイルス感染症患者等

を受け入れる医療機関
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○ＩＣＵ（Intensive Care Unit）集中治療室

呼吸、循環、代謝その他の重篤な急性機能不全の患者を

２４時間体制で管理し、より効果的な治療を施すことを

目的とした病床

○ＨＣＵ（High Care Unit）準集中治療室

緊急入院となった患者やＩＣＵなど超急性期を脱したも

のの一般病棟では治療が難しい患者を受け入れる、ＩＣ

Ｕと一般病棟の中間に位置付けされた病床

○重症

ＩＣＵ等での治療を必要とする状態または人工呼吸器や

体外式膜型人工肺（ECMO）の装着が必要な状態

○中等症

呼吸不全を有し酸素投与を必要とする状態

○軽症

発熱や咳といった症状が軽微で、肺炎の画像所見が認め

られない状態
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

新型コロナウイルス感染者の増加に備え、必要な医療体制

３，５２２，７７４千円 等の強化を図る。

○国 ３，４９８，８６２ ２ 実施主体 県、市町村、医療機関等

○一 ２３，９１２

３ 事業内容

（１）検査体制整備事業 ８，６２９千円

健康環境センターにおいて、検査等に必要な設備を整備

する。

・機器 リアルタイムＰＣＲ装置等

（２）新型コロナウイルス感染症対策事業

３，３８２，５８４千円

①○新外国人患者受入れのための設備整備事業

１３，６０８千円

院内感染防止に必要な情報を提供するため、多言語の

看板や電光掲示板等の設置に要する経費に対し助成する。

・積 算 １，５１２千円(上限)×９医療機関

・補助率 国１０／１０

②新型コロナウイルス感染症患者入院医療機関整備事業

３，２１６，６００千円

感染症患者の入院に対応するための医療機器整備や感

染拡大防止に要する経費に対し助成する。

・○新重点医療機関等設備整備（１０医療機関）

対象設備 超音波画像診断装置、ＣＴ撮影装置等

補 助 率 国１０／１０

・入院医療機関設備整備（１６医療機関）

対象設備 人工呼吸器、簡易陰圧装置等

補 助 率 国１０／１０

・○新新型コロナウイルス感染症を疑う患者受入れのた

めの救急・周産期・小児医療体制確保

（２７医療機関）

ａ）支援金

補助対象 感染症患者を受け入れる救急・周産

期・小児医療機関における感染拡大

防止対策に要する経費
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補 助 率 国１０／１０

限 度 額 ９９床以下 ２，０００万円

１００床以上 ３，０００万円

１００床ごとに１，０００万円加算

患者入院受入れ１，０００万円加算

※６月追加補正に計上済みの感染拡大防止等支援

事業と重複して補助は受けられない。

b）設備整備

対象設備 救急診療に要する備品、保育器等

補 助 率 国１０／１０

③○新感染症対策専門家派遣等事業 ７９２千円

クラスターが発生した場合に、厚生労働省が派遣する

専門家と連携し、感染拡大防止を図るための経費

④○新新型コロナウイルスに感染した医師等にかわり診療

等を行う医師等派遣体制の確保事業

５，４３６千円

医療機関の診療等に支障が生じた場合に、他の医療機

関等の医師等の派遣に要する経費を助成する。

・補助対象 派遣元医療機関等

・補 助 率 国１０／１０

⑤○新新型コロナウイルス感染症の影響に対応した医療機

関の地域医療支援体制構築事業 ２，１７５千円

感染症患者増加により厳しい診療状況となった場合、

他の医療機関が医師等を派遣する経費を助成する。

・補助対象 派遣元医療機関

・補 助 率 国１０／１０

⑥帰国者・接触者相談センター設置事業等

１４３，９７３千円

９月末まで計上している「あきた帰国者・接触者相談

センター」について、令和３年３月末までの期間延長に

要する経費等

（３）民間検査機関検査体制整備事業 １５，０００千円

既に計上済みの設備４台分について、新型コロナウイル

ス感染症緊急包括支援事業２次補正分を活用し、補助率を

１／２から１０／１０に引き上げるための経費
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（４）新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業

６，２５０千円

市町村が実施する新型コロナウイルス感染症緊急包括支

援交付金対象事業に要する経費を助成する。

・補助対象 秋田市

・補 助 率 国１０／１０

（５）○新新型コロナウイルス感染者対応医療従事者等支援事業

９０，８５１千円

①医療スタッフ安心支援事業 ８６，５４４千円

帰国者・接触者外来及び入院医療機関で感染症患者に

直接対応する医療従事者等を対象としたＰＣＲ検査に要

する経費を助成する。

・補助対象 感染症指定医療機関等

・補助上限 １６，０００円／回

・補 助 率 県１０／１０

②医療従事者等宿泊支援事業 ４，３０７千円

感染症患者に直接対応する医療従事者等の宿泊施設確

保に要する経費

・補助対象 感染症指定医療機関等

・補助上限 ５，９００円／泊

・補 助 率 国１０／１０

（６）○新秋田県健康フォローアップセンター設置事業

１９，４６０千円

濃厚接触者等の健康管理や相談業務を行うフォローア

ップセンターを設置する。
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

災害医療体制整備事業 １ 事業目的

（○新ＤＭＡＴ等医療 新型コロナウイルス感染症のクラスター発生に備え、医療

チーム感染症対策派遣 チームを医療施設等に派遣することで、専門的な立場から現

事業） 場と連携して、施設内の感染拡大防止に向けた指導・支援を

行う。

３３，７５８千円

２ 実施主体 県

○国 ２８，９５９

○一 ４，７９９ ３ 事業内容

医療チームによるゾーニング、消毒等の感染予防策の指導

や医療提供及び患者搬送に関する支援

・チーム構成 医師１人、看護師１人、業務調整員１人

・派 遣 回 数 ８回（各二次医療圏で１回を想定）

・派 遣 先 医療施設、介護施設、福祉施設、県調整本

部

・委 託 先（チーム派遣依頼先）

ＤＭＡＴ指定医療機関等
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